
［Ｒ元.評価欄］　達成度　（Ａ）80～100％　（Ｂ）60～79％　（Ｃ）20～59％　（Ｄ）0～19％　（Ｅ）事業完了・終了

１　子どもが笑顔で育つまち　－　（１）子どもの成長を支える教育・保育の提供　-　①幼児期の教育・保育の体制整備

番号 事業名 事業内容 担当課 Ｒ元.評価 Ｒ元.実績 Ｒ元.成果と課題

子育て支援課 Ｅ

教育総務課 Ｅ

教育総務課 Ｅ

学校教育課 Ｅ

子育て支援課 Ｅ

3 保育所（園）の運営（通常保
育）

保護者の就労や疾病などにより、保育
が必要な子どもを保護者に代わって保
育し、豊かな人間性を育み、健全で調
和のとれた子どもを育成するために、保
育所（園）の適正な運営を行う。

子育て支援課 Ａ
公立保育園15、公立こども園2、私立保育園15、私立
こども園1の33園で保育を実施
入園者3,693人

民営の小規模保育施設を開設し、0～2歳児の
定員が増加を図った。磯部西幼保園を令和2
年3月31日をもって閉園した。

4 保幼小の連携の推進

保育所（園）、幼稚園、小学校等が連絡
を取り合える関係づくりを検討し支援す
る。各小学校区で作成する保幼小接続
カリキュラムを活用して連携・交流を進
める。

学校教育課 Ａ

交流活動だけではなく、指導主事訪問日や学校開放
日の授業や保育を参観し、学びのつながりについて
も理解するよう努めた。公開保育や市町幼児教育ア
ドバイザーが開いた研修等で、保幼小連携を深め
た。

保幼小接続講座には、園だけでなく小学校教
職員や管理職の参加も多かった。交流会だけ
ではなく、普段より園と小学校の教職員同士
がつながれるようにしていく必要がある。

１　子どもが笑顔で育つまち　－　（１）子どもの成長を支える教育・保育の提供　-　②子育て支援事業の充実

番号 事業名 事業内容 担当課 Ｒ元.評価 Ｒ元.実績 Ｒ元.成果と課題

5 乳幼児期における読書活動
事業

乳幼児期における本と出会う機会の充
実を図るため、乳児を育む保護者に対
して読書活動の重要性についての啓
発、情報提供を行うことを趣旨とした
ブックスタート事業を行う。

図書館 Ａ

ブックスタート事業の開催（５～６か月児）
　年３１回開催　　５４５名受講（受講率９０．０％）

乳幼児向けおはなし会
　年２４回開催　　２８６名参加

ブックスタート事業、乳幼児向けおはなし会と
もに、多数の参加を得て開催した。

第１期　子ども・子育て支援事業計画　進捗状況確認表　【令和元年度点検・評価】

1 幼保一元（こども園）化事業

教育・保育の一体的提供により、保護
者の就労等にかかわらずすべての子ど
もたちが平等な機会のもとで幼児期を
過ごすことができるよう、幼保一元（こど
も園）化整備計画をもとに事業を推進す
る。

2 幼稚園３年保育の推進

幼保一元（こども園）化整備計画及び坂
井市幼児教育指針に基づき、望ましい
幼児教育のあり方について再編を図
る。平成25年度から、３年保育の幼保
園の短時部として開園している。
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6 子どもの読書活動推進事業

子どもが自主的に読書に親しむ機会を
提供するための環境づくりと、読書活動
への理解と関心を深める啓発、広報活
動を実施する。

図書館 Ａ

毎週土曜日の「おはなし会」、夏休み中の児童館で
の「おはなし会」、子ども向け各種行事の開催等によ
り図書館への来館につなげた。
市内小学校に対しては、各クラスへの配本、図書館
見学の受入等を通じて、本や図書館への興味を喚起
している。
読み聞かせ用の大型絵本の充実に努めた。
『子ども読書活動推進事業』として、小学校において
のブックトーク、読み聞かせボランティア向けの講演
会を開催し、子どもが本に親しむきっかけづくりに努
めた。

子どもが自主的に読書に親しむことのできる
環境づくりのため、それぞれの事業を行い、図
書館への利用促進につなげた。

7 障害児保育事業の充実
障がいがあってもより良い保育サービ
スを受けられるよう、内容の充実を図
る。

子育て支援課 Ａ 昨年同様、公立・私立の全園で実施
児童の状況に応じ、園と協議し保育を実施し
た。

8 保育カウンセラー事業

気がかりな子どもへの専門的な理解を
深め、障害児保育の推進とサポート支
援体制の確立を図るため保育カウンセ
ラーを配置し、保育所（園）を巡回して保
育士、保護者への支援にあたる。

子育て支援課 Ａ

保育カウンセラーが保育所・認定こども園33か所、幼
稚園1か所、子育て支援センター5か所を訪問。
【実績】　園訪問回数：102回
　　　　　 園内研修：13回

園訪問に子育て支援課の保育士が同行し状
況を母子保健と共有することで、支援の強化
を図った。また、障害児保育の質の向上がで
きるよう、保育士対象に園内研修を実施した。

9 障害児通所支援事業

障がいのある子どもが専門的な施設等
に通い、日常生活における基本的な動
作の指導及び集団生活への適応訓練・
支援を受ける。

子育て支援課 Ｂ

障害児通所給付決定者：285人
障害児相談支援給付実施率100％
（障害児通所支援を利用する児童全員に支援利用計
画を作成する）

障がいの診断を持つ子どもが増え、療育事業
所を利用する人数も増えたことで、定員に達す
る事業所が多くなった。今後児童クラブ等との
連携も必要になってくる中で児童クラブ職員と
放課後等デイサービス事業所職員・相談支援
事業所職員が意見交換できる研修会を実施
し、交流のきっかけとすることができた。

10 地域子育て支援拠点事業

保健センターや保育所（園）等の専門機
関と連携して、子ども同士が遊んだり、
子育て中の親などが気軽に集い、うち
解けた雰囲気のなかで語り合ったりす
る機会を提供する。また、子どもと家庭
を支援するネットワークを構築し、子育
てに関する総合的な相談に対応する。

子育て支援課 Ｂ

公立3か所・民間3か所、合計6か所で実施。
【実績】延べ利用者数　40,280人
　　［内訳］ひろば開放　21,161人
　　　　　　　うち、面接相談　5,781人
　　　　　　　うち、講演会等　544回　12,668人
　　　　　　　うち、その他　628人

30年度（44,886人）より延べ利用者が減少して
いるが、新型コロナウイルス感染症対策での
「ひろば」閉鎖の影響を除くと、ほぼ横ばいの
利用状況である。少子化の中にあって、施設
利用の周知やパパ・ママ友間の口コミなどによ
り、利用者の維持につながったと考えられる。

11 保育所（園）地域活動事業
保育所（園）において、地域の需要に応
じた幅広い活動を行う。

子育て支援課 Ａ 公立は全園、私立は１１園にて実施
老人施設への訪問や世代間交流,育児口座の
開設などを通し、園と地域の結びつきを強くす
ることができた。
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12 保育所（園）の一般開放
在宅児の親子に遊び場の提供や育児
相談を実施する。

子育て支援課 Ａ 公私立保育園にて週１～２回程度園開放日を設け、
実施した。

全保育園にて園開放を実施した。また、園開
放の日程について窓口に一覧の設置、広報へ
の掲載を行ったことで周知することができた。

13 延長保育事業
保護者の保育時間のニーズに合わせ
て保育時間の延長を実施する。

子育て支援課 Ａ 公立・私立、全園で実施

延長保育を実施することで、突発的な事由や
就労形態に機縁する事由で通常保育時間を
超えてしまう児童の保護者が、安心して保育
園を利用することが出来た。

14 休日保育事業
就業形態の多様化に対応するため、休
日保育の実施を検討する。

子育て支援課 Ｄ 実施無し
休日保育の要望は全く無いわけではないが、
現時点ではすみずみ子育てサポート事業の一
時預かり等での対応としている。

15 乳児保育事業
保護者の就労条件等から産後８週から
の入所を受け入れる。

子育て支援課 Ａ 公立１２園、私立１５園にて実施
生後８週から受け入れることで、様々な条件下
に置かれている保護者の利便性を高めること
が出来た。（育休制度の無い就労者など）

16 病児・病後児保育事業

保育所（園）に通所する児童等が病気
の回復期に集団保育が困難な期間、個
別の保育を必要とする子どもを保育す
る。

子育て支援課 Ａ

延利用人数：2,642人
　[内訳]　三国病院　455人
　　　　　　春日レディスクリニック　484人
　　　　　　わっか保育園　1,468人
　　　　　　坂井松涛保育園　57人
　　　　　　つぼみ保育園　200人
　　　　　　広域利用　178人

市外施設の広域利用をしたことにより、利用者
の利便性が向上した。

17
子育て短期支援事業
(ショートステイ)
(トワイライトステイ)

保護者の疾病・出産・看護・事故・災害
等で、児童の養育が困難になった場合
一時的に預けることができる体制を確
保する。

子育て支援課 Ｂ

3事業者に事業委託。
　2歳未満：済生会乳児院
　2歳以上：一陽・ほほ咲みの郷
【実績】0件

利用希望の問い合わせがあり、利用に向けて
の調整を行ったが、養育困難な状態にはなら
なかったため利用実績はなかった。

18 一時預かり事業

病気等の緊急時や就労等で一時的に
家庭での保育が困難な場合、保育所
（園）等において一時的に子どもを預か
り保育する。

子育て支援課 Ａ 公立５園、私立９園にて実施
家庭での保育が一時的に困難になった児童を
預かる事で、保護者が安心してその事由に対
処することが出来た。
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19
すみずみ子育てサポート事
業の推進
（施設型・派遣型）

保護者が、疾病、事故、冠婚葬祭、就
職活動、公的行事参加などで、家庭で
一時的に養育できない場合に、一時預
かりや家事手伝いなどを行う。

子育て支援課 Ａ

3事業所で実施。
　（施設型）ハーツきっずはるえ
　　　　　　　 託児所「くるみ」
　（派遣型）坂井市シルバー人材センター
【実績】
　延べ利用者数　ハーツ　1,390人
　　　　　　　　　　　　くるみ　　 83人
　　　　　　　　　　　 シルバー　73人
　延べ利用時間　ハーツ　6,614時間
　　　　　　　　　　　 くるみ　  557時間
　　　　　　　　　　　 シルバー　198.25時間

延べ利用時間については、3事業所とも増加し
ており、一時預かり等のニーズは高まっている
ため、サービスは必要であると思われる。

20 ファミリー・サポート・センター
事業

地域のなかでお互いに助け合いながら
子育てをする会員組織相互援助活動に
ついて、ニーズに応じて検討する。

子育て支援課 Ａ ニーズがなかったため実施はなし ニーズがなかったため実施はなし

21 ひとり親家庭等日常生活支
援事業

ひとり親家庭の親の一時的な病気や技
能習得のための通学、就職活動、冠婚
葬祭等により、日常生活で困った時、育
児や食事の世話等を行う家庭生活支援
員を派遣する。

子育て支援課 Ａ 1件　24回
日常生活を営むことに支障が生じているひとり
親家庭に対し、家庭生活支援員の派遣を行
い、精神的に安定した生活の支援を行った。

22 公立保育所民営化事業
市民の多様な保育ニーズに対し、迅
速・的確な保育サービスを提供するた
め、民間の活力を導入する。

子育て支援課 Ｅ 平成29年度事業終了 なし

23 民間保育園施設整備補助事
業

民間保育園が行う対象児童の拡大、保
育サービスの充実、環境の整備のため
に行う施設整備に対して補助する。

子育て支援課 Ａ 施設整備園2園
低年齢児の受入の受け皿として、小規模保育
事業所プチわっかを新設、老朽化した厨房施
設の整備をつぼみ保育園で行った。

24 児童福祉施設耐震化整備事
業

児童の大切な生命を預かっている保育
所（園）等の安全確保を行っていくため
に、老朽化した建物について、年次計
画をたて順次、診断と整備を行う。

子育て支援課 Ａ 公立園２園
公立保育園の老朽化に伴う大規模改修に向
け設計を行った。

25 里親制度の推進
里親制度について広く住民に啓発し里
親登録を推進するとともに、里親を支援
していく体制を整備する。

子育て支援課 Ｂ 里親制度の広報啓発を行った。
ポスターやパンフレットにて制度についての啓
発を実施した。

- 4 - シート名 1-（1）



［Ｒ元.評価欄］　達成度　（Ａ）80～100％　（Ｂ）60～79％　（Ｃ）20～59％　（Ｄ）0～19％　（Ｅ）事業完了・終了

第１期　子ども・子育て支援事業計画　進捗状況確認表　【令和元年度点検・評価】
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26 放課後児童クラブ事業

昼間、保護者のいない小学生を学校等
で放課後に預かり、健全で充実した生
活が送れるよう遊びの指導や生活指導
などを行う。

子育て支援課 Ａ
『実績』
直営２５ヵ所、委託６ヵ所
計３１ヵ所で実施　登録児童数　1961名

放課後預かりを必要とする児童について、保
護者のニーズにほぼ応えることができた。今
後も利用数に応じた施設を確保して実施して
いきたい。

27 放課後子ども教室事業
放課後や週末等に、地域の方々の参
画を得て、学校・公民館などを利用し子
どもの居場所づくりを行う。

生涯学習スポーツ課 Ａ

学校区内のコミュニティセンターを利用した25教室で
実施。協働活動支援員や協働活動サポーターに地
域住民の参画を得て、地域の実情に応じた様々な学
習・体験・交流活動を展開した。

放課後や休日に子どもの安全・安心な居場所
を提供することができた。
地域の実情に応じた様々な学習・体験・交流
活動ができた一方で、地域ごとに教室の回数
にばらつきがある。

子育て支援課 Ｃ ９クラブが放課後子ども教室に参加した。
今回、前年度の１２ヵ所のクラブの連携開催か
ら９ヵ所と減少した。

生涯学習スポーツ課 Ｂ

児童クラブと連携した教室を実施したのは、9ヶ所。
主に長期休業中に開催している教室で放課後子供
教室と放課後子ども教室の連携を行った。

連携を促進するために、児童クラブ、子ども教
室それぞれに、担当課から呼びかけをした。

29 特別教育支援事業
心身に障がいのある幼児及び児童・生
徒の教育に関して、総合的で科学的な
判断を行い適正な就学指導を図る。

学校教育課 Ａ

教育支援委員会では、気がかり児にとって望ましい
学びの場（学習環境）について話し合った。５歳児は
44人、在学児童・生徒は66人、計110人の審議を行っ
た。気がかり児のもれがないよう、園に呼びかけた。

審議数にかかわらず、一人一人丁寧に話し合
いが行えるよう、会の持ち方を工夫する必要
がある。

30 学級運営支援事業
障がいのある子どもや気がかりな子ど
もが安全・円滑に学校生活を過ごせる
よう、必要に応じ支援員を配置する。

学校教育課 Ａ
個々の指導や支援が必要な児童生徒に対応する学
級支援員を配置して、円滑な学級運営と学習支援体
制の充実を図ることがで

学校からの支援員配置の要請は多いが、財
政上の制限からすべてに対応することは不可
能である。また、年々、気がかりな子が増加し
ており、対応できなくなっている。

31 学校図書館支援事業

政令で定める規模以下の学校において
は司書教諭を置かないことができると
定められているが、学校図書館運営の
充実のため、各学校に司書教諭を配置
することにより、児童・生徒の読書活動
の推進を図る。

学校教育課 Ａ

中学校5校の司書が中学校区内の小学校図書担当
教諭と会議を開催し、図書館運営および蔵書の管
理、貸し借りなどのサポート支援を図った。また、全
小中学校に図書館システムを導入し、児童生徒の読
書の推進を図った。

小中学校での読書活動の啓蒙や学習支援を
さらに充実する必要がある。

28 「放課後子ども総合プラン」
の推進

国の「放課後子ども総合プラン」の推進
に伴い、放課後児童クラブと放課後子
ども教室の一体的な提供について検討
を進める。
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32 地域ふれあい交流事業
どろんこ教室等の体験学習を通し、子
ども達の交流、地域との交流、学校間
の交流を図る。

学校教育課 Ａ

全学校で同様な事業内容である地域と進める体験推
進事業と合わせて行うことで、昨年度より多く地域の
方とのふれ合いや地域にかかわる体験を行うことが
できた。

さらに地域にかかわる体験活動、地域行事の
参加や、地域の方とのふれ合いが多くなるよう
に工夫する。

33 わんぱく少年団事業

自然のなかで行われるさまざまな活動
を通して、生涯にわたって自然に親し
み、豊かな人生を送るための基礎や手
段を学ぶ。

生涯学習スポーツ課 Ｂ

市内の小学生を対象に自然体験活動を行った。例年
の人気事業を始め、令和元年度は本格カレー作りや
eスポーツ体験など変わった事業を展開した。子ども
たちは、別の小学校の児童との交流を通し、協調性
や自立心を学んだ。

自然体験活動を通して、子どもたちの心身の
成長の場を提供することができた。今後は、定
番企画の改善や新たな事業を模索すること
で、事業全体の幅を広げ、子どもたちにとっ
て、より有意義な経験になる企画をしていく。

34 スポーツ少年団事業
多くの子どもたちにスポーツをすること
の楽しさと喜びを与え、スポーツを通し
て子どもたちの心と体を育てる。

生涯学習スポーツ課 Ａ 指導者の方がスポーツリーダー養成講習会へ参加
し、子どもたちへより良い指導を行えるようにした。

指導者の資格取得に加え、指導者対象の研
修会も開催し、指導の質を上げた。
※坂井地区（芦原と合同）として開催している。

35
文化芸術による子どもの育
成事業

小中学校において、芸術家の公演等を
行うことで、子どもたちの優れた文化芸
術の創造に資することを目的とし、文化
芸術を通して豊かな人間形成を図る。

文化課 Ａ
令和元年度は2小学校が採択を受け、日本を代表す
る古典芸能（寄席・能楽）の公演を鑑賞するとともに、
児童がプロの団体と共演する機会も体験できた。

子どもたちにとって、寄席の体験で大勢の前
で舞台に立ったり、能楽などを鑑賞したりする
ことは、日本の伝統文化に触れる貴重な機会
である。しかし、前年度からの意向調査は行っ
ているが、学校行事や使用場所の調整もある
ため、公演種目など希望どおりにはいかない
ことも多く見られる。
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１　子どもが笑顔で育つまち　－　（２）子どもと母親の健康を支える保健・医療・食育の充実　-　①保健・医療の充実

番号 事業名 事業内容 担当課 Ｒ元.評価 Ｒ元.実績 Ｒ元.成果と課題

36 母子健康手帳（親子手帳）の
交付

母子健康手帳（親子手帳）の交付を行
い母子の健康管理に役立てる。また、
交付と同時に妊婦相談を実施する。

健康増進課
（健康長寿課） Ａ 交付数：573件

妊娠届出時に母子健康手帳及び母子保健の
しおり（妊婦健診助成券）を交付する際に、妊
婦や家族の状況を把握し、安心して出産・子
育てができるよう相談にのったり、情報提供を
実施している。今後も妊娠・出産・子育て期全
般に関する相談体制を充実させ、必要に応じ
て支援プランを作成し、関係機関と連携しなが
ら切れ目ない支援体制づくりを一層構築して
いく必要がある。

37
母子推進員による母子の健
康づくり推進

母子の健康増進を図り、健康で明るい
家庭づくりを推進する。

健康増進課
（健康長寿課） Ｂ 委嘱数：42人

母子保健推進員には、各種母子保健事業に
おいて計測や記録の協力、参加者との交流の
中で気軽に子育て相談にのってもらったりして
いる。自主活動としては、健診会場で参加者
に渡す小物を作成したり、園訪問等を実施し
ている。今後も活動を充実させる為には推進
員数の増員を図る事が必要である。

38 妊婦健診の助成
妊娠期の健康管理のため、全妊婦に医
療機関での健診受診について助成す
る。

健康増進課
（健康長寿課） Ａ 延べ助成件数：6,793人

妊娠届出時に全妊婦に対し、一人14枚の妊婦
健診受診券を交付しており、妊娠期を安全に
安心して過ごせるよう助成を実施している。

39 特定不妊治療費の助成
特定不妊治療に要する経済的負担を
軽減することで不妊に悩む夫婦の妊
娠・出産を支援する。

健康増進課
（健康長寿課） Ａ 延べ助成件数：132件

不妊に悩む夫婦に対し、特定不妊治療に要す
る助成を実施することで、経済的負担を軽減
し、妊娠・出産を支援している。

40 里帰り出産に対する妊婦乳
児健診の助成

里帰り出産に対し、県外受診の妊婦健
診及び1か月乳児健診費用の助成を実
施し、妊婦等の健康管理に役立てる。

健康増進課
（健康長寿課） Ａ 妊婦健診延べ助成件数：183件（申請件数：34件）

1か月児乳児健診助成件数：27件

里帰り出産に対し、県外受診の妊婦健診及び
1か月児健診費用の助成を実施することで、里
帰り先においても安心して妊娠・出産できるよ
う支援している。

41 乳幼児健診

総合的な健診を行い、疾病の早期発見
及び乳児の健全育成や保護者への育
児支援を図る。また子どもにとって適切
な生活習慣を確立できるよう、知識の
普及に努める。

健康増進課
（健康長寿課） Ａ

1か月児健診受診者数：568人（受診率92.7％）
4か月児健診受診者数：570人（受診率97.4％）
9か月児健診受診者数：574人（受診率92.3％）
1歳6か月児健診受診者数：544人（受診率97.5％）
3歳児健診受診者数：709人（受診率97.8％）

月齢に応じて総合的な健診を行い、児の発達
や適切な生活習慣の確立、保護者の育児不
安等に助言している。必要時、精密検査や発
達相談につなげることで、疾病の早期発見・早
期治療にもつなげている。

第１期　子ども・子育て支援事業計画　進捗状況確認表　【令和元年度点検・評価】
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42 乳幼児歯科保健事業
保護者に対し、乳歯の頃からの虫歯予
防について知識の普及を図る。

健康増進課
（健康長寿課） Ａ

歯と離乳食教室参加者数：94組
1歳6か月児歯科健診受診人数：544人（受診率
97.5％）
3歳児歯科健診受診人数：709人（受診率97.8％）

乳児期からの歯の健康について、歯科衛生士
による講義や個別相談を実施し、虫歯予防に
ついて知識普及を図った。また、幼児健診に
おいては、歯磨き指導等個別指導を実施し、
虫歯予防について知識普及を図った。

43 ５～６か月育児相談

離乳食の開始時期に合わせて実施し、
乳児の成長発達を確認する。また、アン
ケートを実施し子育てについての不安
解消に役立てる。赤ちゃん訪問時に相
談会の内容を説明し、参加をすすめる。

健康増進課
（健康長寿課） Ａ 育児相談参加者数：499組（91.4％）

離乳食開始時期である5～6か月時に実施す
る事で離乳食作りもスムーズに開始でき、児
の成長発達についても確認できた。アンケート
を基に子育て全般について相談にのり、保護
者の育児不安に対して早期に解消できるよう
努めている。

44 発達相談(ひまわり相談)

子どもの言葉遅れや情緒面での発達の
不安などに対して小児科医など専門の
スタッフが個別に相談を受け必要時は
療育専門機関へつなげる。

健康増進課
（健康長寿課） Ａ

個別相談延べ人数：179人
集団参加者数：18人
委託相談延べ人数：70人

専門スタッフが個別および集団の中での児の
様子を観察し、保護者からの相談にのり、必
要時専門機関を紹介し、早期療育につなげる
よう取り組んでいる。また、専門機関までは必
要がない場合にも、継続的に関わり方のアド
バイスを行い、経過を追って発達確認を行って
いる。今後もより相談しやすい体制作りを目指
し、タイムリーな発達相談ができるよう努めて
いきたい。

45 予防接種の充実
感染症の予防及び蔓延を防ぐため予防
接種法に基づき実施する。

健康増進課
（健康長寿課） Ａ

出生時や転入時、赤ちゃん訪問時や各種教室・健診
において、説明・相談を行っている。幼児健診におい
ては、未接種者のリストを作成し、母子健康手帳で接
種歴を確認し、未接種者の接種勧奨を行っている。
また、未接種者へ勧奨ハガキの送付や、市広報誌や
ホームページ等での周知を定期的に実施し、接種勧
奨に努めている。広域化により坂井地区以外での接
種も可能であり、また里帰り出産に伴い県外でも接
種が受けられる環境も整っている。

接種勧奨の実施や、坂井地区以外でも接種で
きる環境の整備等が、接種につながっている
と考えられる。

46 任意予防接種の助成
任意予防接種に対して助成することで、
接種率を高め、感染症の予防及び蔓延
を防ぐ。

健康増進課
（健康長寿課） Ａ

こどもインフルエンザ：2,733人/64.7％
おたふくかぜ：全接種者数646人

こどもインフルエンザ：1歳～小学校就学前を
対象に年度中に一人一回、2,000円の助成を
行っている。
おたふくかぜ：1歳～小学校就学前を対象に一
人一回、2,000円の助成を行っている。
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子育て支援課 Ａ
内科健診　年2回　3,382人（延人数）
歯科検診　年1回　1,665人
尿検査　　 年1回　1,653人

定期的に各種健診・検査を実施し、園児の疾
病等の早期発見、予防に努めることができた。

学校教育課 Ａ

児童生徒の多様化する心身の健康問題に適切に対
応し、集団教育としての学校教育活動に必要な健康
や安全への配慮を行うなど、児童生徒等の健康の保
持増進を図ることができた。

目と歯の健康プロジェクトにて虫歯の出来や
すい学年に年に２回の歯科検診を実施するこ
とで、虫歯を早期発見することができたがが、
早期に発見しても治療に行かない児童がい
る。

48 医療機能の充実
高度な診療や治療に対応できる医療機
器の導入及び更新を図る。

三国病院 Ａ

筋電計、人工呼吸器、冷温配送車、除細動器、心電
計を更新した。
高度な医療・診療を提供することで、市民が安心して
医療提供を受けられる環境整備に努めた。

病院機能の拡充と充実を目的とした機器更新
を行った。　修理対応困難な長期使用機器も
多数散在するため、各機器の状況把握と計画
的な更新が課題であるが、経営的な観点、今
後の展望から機器の更新の必要性を検討しな
がら更新を図りたい。

49 緊急医療対策事業

地域内医療機関をはじめとする病院と
一般診療所の連携、消防との連絡体制
を強化しながら、夜間・休日等の救急時
の医療体制を確保する。

三国病院 Ａ

地域連携室の体制整備により、地域医療機関との連
携強化を図った。また、24時間365日、救急搬送の受
け入れに応じ、傷病者の状態に応じた適切な情報や
救急医療の提供に努めた。

救急患者への初期診療や必要に応じて入院
治療を行うとともに、対応困難な場合は、必要
な処置を行った後、速やかに救命救急医療機
関へ紹介した。高度な専門的診療が対応でき
ない場合もあるが、引き続き救急告示病院とし
て二次救急医療を担っていく。

50 小児救急医療支援事業
小児救急医療を担う機関に対し支援を
行うことで、小児救急医療体制の充実
を図る。

健康増進課
（健康長寿課） Ａ 小児夜間輪番病院受診者数：359人

（平成30年度実績）

入院治療を必要とする小児重症救急患者の
医療の確保を継続していく為に病院群輪番制
をとる病院に対し補助を行い、小児救急医療
に係る夜間の診療体制の確保を図っている。

１　子どもが笑顔で育つまち　－　（２）子どもと母親の健康を支える保健・医療・食育の充実　-　②食育の推進

番号 事業名 事業内容 担当課 Ｒ元.評価 Ｒ元.実績 Ｒ元.成果と課題

51 食育出前講座

幼児に五感（見る・聞く・触る・嗅ぐ・味
わう）を活用した調理体験を通して食べ
物や調理に興味を持たせ、今後の食習
慣形成の土台をつくる。

健康増進課
（健康長寿課） Ａ 160人/6回

5歳児を対象に料理教室を開催。

実施後のアンケートでは、ほとんどの参加者
が良かったと回答した。子どもだけでなく、児を
通して家庭に対しても食育に興味を持ってもら
うきっかけになった。

47 児童生徒健康管理事業

保育所（園）、幼稚園等や小中学校にお
いて、健康観察や健康診断等を通し
て、児童生徒の健康維持・増進に努め
る。
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52 食生活改善推進員活動事業
健康的な食生活習慣普及や食育推進
のため、地域に根付いた活動で栄養・
食生活に関する知識を普及する。

健康増進課
（健康長寿課） Ａ

2,261人/29回
地域の学校・コミュニティセンター・まちづくり協議会
等で季節の食材を使った料理教室や地域に伝わる
伝承料理教室を開催した。また、食を通じたイベント
等で子どもと地域をつなぎ心と身体を育む活動を
行った。

地域の学校・コミュニティセンター・まちづくり協
議会等からの依頼で料理教室等を開催。今後
も活動を充実させる為には食生活改善推進員
数の増員を図る事が必要である。

健康増進課
（健康長寿課） Ａ

坂井市内の食に関係する団体（教育機関、生産者、
ボランティア、施設等）で坂井市食区市民ネットワー
クを結成しており、研修会や広報等と通じて食育の啓
発や他職種間の連携強化に努めた。
食育ネットワーク加入団体　170団体
講演会・研修会　2回/年
ネットワーク通信・広報の発刊　2回/年

広報等を通じ、各施設で行われている食育活
動を市民に広く周知した。

学校教育課 Ａ

栄養教諭等による食に関する指導の充実に取り組ん
だ。特に、市内小学5年生の全クラスにおいて、味覚
の授業（だしの授業）を実施した。
マルセイユメロンや白茎ごぼう、若狭牛といった地場
産給食を提供した。また、その食材にまつわる知識
や生産者へのインタビューなどを食育の授業に盛り
込み、子どもたちが食と地域に興味を持てるような工
夫をした。

地場産の使用率は県の目標を上回っている
が、安定供給や価格の面で使用できる食材が
限定され頭打ちとなっている。
栄養士が献立の工夫をしたり、栄養指導、食
育を実施したりしてもなかなか残食の量は変
わりがない。

農業振興課 Ａ

市内の小中学校に対して坂井市産コシヒカリ等を提
供し、ごはん給食の推進を図った。また、市内の保育
園に対し、さかいブランド米を月1回現物提供し、毎
月18日の「お米の日」にごはん給食を実施すること
で、地元産ごはん食の啓発を行った。

市内の小中学校すべての給食において、坂井
市産コシヒカリ等が使用され、また、保育園児
からも「もっと食べたい」との声が上がってお
り、ごはん食に対する関心が高まっている。

子育て支援課 Ｂ

福井県産または坂井市産の農作物や加工品、旬の
野菜や果物を給食やおやつに使用し、郷土の食べ物
や旬の食材に触れる機会を増やしている。また、各
園においては、農作物の種まきから収穫、その後調
理を実施し、子ども達の食に関する興味を育ててい
る。食に興味が持てるよう5歳児を対象に食育活動を
行った。保護者に対しては、給食だよりを通じ情報提
供を行っている。

保護者に対して食育の大切さを啓発する機会
が書面のみとなっており、成果が見えにくい状
況となっている。
食育活動後のアンケートでは、栄養士からの
話はいつもよりよく聞いていた、一緒に給食を
食べることで、普段の様子や喫食状況を見て
もらえてよかった等、好評だった。

53 食育活動事業

給食時間等の指導を通して子どもの健
康、心の健全育成を図る。また、子ども
がより身近に実感をもって地域の自然、
食文化、産業等についての理解を深
め、食べ物への感謝の気持ちを抱ける
よう、地場産物の利用拡大を図る。保
育所（園）においては菜園活動を実施
し、その収穫や調理を通して食に対す
る興味を育てる。保護者に対しても食育
の大切さを啓発する。
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［Ｒ元.評価欄］　達成度　（Ａ）80～100％　（Ｂ）60～79％　（Ｃ）20～59％　（Ｄ）0～19％　（Ｅ）事業完了・終了

２　家庭が笑顔で育つまち　－　（１）家庭における子育て力の向上　-　①親育ちへの支援

番号 事業名 事業内容 担当課 Ｒ元.評価 Ｒ元.実績 Ｒ元.成果と課題

54 パパママレッスン（両親学級）

妊婦とその家族を対象として、妊娠中
及び出産後の健康管理・育児について
学ぶ機会とする。また、妊婦同士・父親
同士が交流を持つ機会ともする。

健康増進課
（健康長寿課） Ａ 延べ参加者数：120人

助産師による妊娠・出産・産後の健康管理に
ついて知識普及を図った。また、栄養士による
妊娠中の栄養について試食を交えながら学ぶ
機会を提供した。男性講師からは、赤ちゃん人
形を使用し、おむつ交換や着替えの体験等育
児について学ぶ機会や父親同士の交流の場
を提供した。

55 妊婦・新生児・乳児等　訪問
指導

妊婦・新生児・幼児については希望者・
ハイリスク者宅などを訪問する。産婦・
乳児については４か月までに連絡を取
り家庭訪問を実施し、対象者の健康管
理、子育て支援を行う。

健康増進課
（健康長寿課） Ａ 新生児訪問件数：568件（94.2％）

養育訪問件数：72件

家庭訪問を実施し、児の成長発達や母の健康
状態の確認、育児不安等について相談にの
り、必要な知識の普及、情報提供を行った。

56 離乳食相談
乳児期の食の特徴や大切さを伝え、離
乳食を進めていくなかで保護者の不安
解消ができるよう助言等を行う。

健康増進課
（健康長寿課） Ａ

保健事業と併せて離乳食相談・教室を行った。
育児相談参加者数（離乳食前期相談）：499組
（91.4％）
歯と離乳食教室参加者数（離乳食後期相談）：94組

５～６ヶ月児離乳食相談（離乳食前期）では、
個別対応で対象者に合わせた指導を行った。
離乳食後期では、集団教室を開催し知識の普
及、情報提供を行った。また教室後、希望者に
個別相談を行った。

57 栄養相談・栄養指導の実施

子どもの成長や将来の生活習慣病予
防の観点から、乳児期の栄養指導を保
護者も含めて各種保健事業やイベント
で実施し、あわせて電話相談も行う。

健康増進課
（健康長寿課） Ａ

保健事業と併せて実施した。
妊婦栄養教室（パパママレッスン）36人
１歳６ヶ月児栄養相談　　　　544人
３歳児栄養相談　　　　　　709人
子育て支援センター相談　　59人
個別相談（電話相談等）　　45人

１歳６ヶ月児、３歳児栄養相談は、参加率の高
い保健事業と併せて実施しているため相談件
数が多い。離乳食や幼児食についての知識の
普及、情報提供を行い母親の不安軽減に努
めた。

58 家庭教育推進(子育て講演
会)事業

就学時健康診断において、多様化した
子育てに関する講演会を開催する。市
内の保護者が安心して子育てができる
よう、すべての小学校で実施をめざす。

学校教育課 Ｅ

59 心の家庭教育支援事業

各地域において子育ての経験者等で結
成した「坂井市家庭教育支援チーム」
で、対象校の児童に対する相談会や保
護者相談会の開催、子育て情報を掲載
した広報紙の発行等を行い、家庭の教
育力の向上を図る。

生涯学習スポーツ課 Ｂ

小学校を昼休みに訪問する「子ども相談室」を楽しみ
にする児童も多く、支援員との信頼関係も年々深まっ
ていると評価できる。また、就学時健診や保護者会
時に「保護者相談会」を行い、保護者の些細な不安、
悩みに寄り添いアドバイスすることができた。
また、県内初となる文部科学大臣表彰を受賞した。

子ども相談室で気づいた点を学校と共有する
際、忙しい学校現場とどのように連携するか
が課題である。
また、相談の場に出向く保護者が少ないた
め、支援員側から機会を捉えることが必要で
あり、今後も保護者会など保護者の集まる場
所へ出向いての相談活動に力を入れていきた
い。

第１期　子ども・子育て支援事業計画　進捗状況確認表　【令和元年度点検・評価】
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60 育児講座の開催

子育て支援センターや各保育所（園）等
において、保護者や地域の人たちの参
加のもと、子育てに関する研修を行い、
育児不安感を解消する。

子育て支援課 Ｂ

【地域子育て支援拠点施設（子育て支援センター）】
　公立3箇所、民間3箇所　　計6箇所
　全施設で実施　（講演会等　542回　12,671人）
【保育所（園）】
　33園中　23園で実施あり
　実施回数　76回　参加人数　5,217名

地域子育て支援拠点施設では、昨年度と同様
に全施設で実施した。
保育園においても、ニーズに応じて実施した。

61 思春期教室
小中学生を対象に、性教育や命の大切
さについて学習する機会とする。

健康増進課
（健康長寿課） Ａ 参加者数：1,395人

市内5か所の中学校に希望をつのり、産婦人
科医や助産師等から性教育や命の大切さに
ついて学ぶことができた。

62 男女共同参画啓発事業

固定的な性別役割分担を見直し、家事
や育児などあらゆる面で男女の共同参
加が進むように、幼少期から大人まで
出前講座などを通して意識啓発に努め
る。

女性活躍推進室 Ａ

・児童クラブやまち協イベントなど地域に出向き、出
前講座を計18回実施した。
・市内中学校５校で「赤ちゃん抱っこ体験学習」を実
施した。
・11月24日に霞の郷温泉にて「霞の郷ＤＥかぞくデイ」
を実施した。

出前講座では幅広い層にむけて男女共同参
画の啓発を行うことができた。「赤ちゃん抱っこ
体験学習」および「霞の郷ＤＥかぞくデイ」では
男女が互いに協力し、家事・育児に参加する
ことの必要性を実感してもらうことができた。今
後も引き続き、地域等と協力し男女共同参画
を啓発を行う。

63 父親の子育て推進事業
父親がより積極的に子育てにかかわる
よう、啓発のためのパンフレット・小冊子
を配布し、意識の向上を図る。

健康増進課
（健康長寿課） Ｂ

母子健康手帳交付数：573件
パパママレッスン参加者における父親の参加率：
95.3％

妊娠届出時やパパママレッスン参加時に父親
の子育てに関するパンフレット等を配布し父親
も積極的に育児に参加できるよう意識向上に
努めた。また、パパママレッスンでは、年3回父
親向けの講座も実施している。

64 地域組織活動の充実

親子及び世代間交流、児童養育に関す
る活動、児童の事故防止活動など、地
域を単位として子どもの健全育成に寄
与する自主的団体の活動を支援する。

子育て支援課 Ｄ 実績なし
地域の子育て環境が変わってきており、新規
に申請する団体がなかった、今後は事業の廃
止を検討していく。

65 子育てサークルへの支援
子育てをする親同士が、お互いに助け
合うことができる子育てサークルの活動
を多面的に支援する。

子育て支援課 Ａ

坂井子育て支援センターにて、「さかいママ＆キッズ
クラブ」への支援を実施。活動内容は、消毒会・誕生
会・講演会・フリーマーケット等で、活動に対して支援
を行った。

現在活動しているサークルへの支援は計画ど
おり進めることができた。
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［Ｒ元.評価欄］　達成度　（Ａ）80～100％　（Ｂ）60～79％　（Ｃ）20～59％　（Ｄ）0～19％　（Ｅ）事業完了・終了
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２　家庭が笑顔で育つまち　－　（１）家庭における子育て力の向上　-　②相談体制の充実

番号 事業名 事業内容 担当課 Ｒ元.評価 Ｒ元.実績 Ｒ元.成果と課題

66 ひとり親家庭等に対する自
立支援事業

自立支援員を配置して、ひとり親家庭
が抱えるさまざまな相談に応じるととも
に、自立できるための支援を行う。

子育て支援課 Ａ 相談件数　延233件
ひとり親家庭が抱えるさまざまな相談に応じる
とともに、自立に向けての支援を行った。

67 子どもと女性に対する相談
事業

家庭相談員と女性相談員を配置して情
報を共有しながら、さまざまな問題につ
いて対応する。

子育て支援課 Ａ
[女性相談件数]231件　うちDV相談85件
[児童相談件数]　56件

家庭相談員と女性相談員で情報共有しながら
相談対応ができた。また、庁内の関係課とも
連携しながら支援ができた。

68 子育てほっとメール＆電話相
談事業

妊娠・出産・育児の悩みに対する相談
に応じる。

健康増進課
（健康長寿課） Ｂ 子育てほっとメール：13件

電話相談：730件

妊娠・出産・育児等の些細な悩みでも電話や
メール等でタイムリーに相談できる体制作りを
構築する必要がある。

69 ＃8000子ども救急医療電話
相談

休日・夜間の急な子どもの病気にどう
対処したらよいのか、病院の診療を受
けたほうがいいのかなど判断に迷った
時に、看護師が電話相談を行う。

健康増進課
（健康長寿課） Ａ

福井県こども急患センター内で専任の看護師が相談
対応している。

電話相談件数：7,425件（H30福井県）

休日・夜間の急な子供の病気にどう対処した
らよいのか等判断に迷った時に利用してもらう
為、各種母子保健事業においてパンフレットを
配布し周知している。

健康増進課
（母子保健） Ｂ

妊婦570人（支援プラン作成130人）
産婦557人（支援プラン作成38人）
乳幼児645人（支援プラン作成22人）

母子健康手帳交付時の面接時から丁寧に情
報を把握し、特定妊婦等支援が必要な方に
は、支援プランを作成し関係機関と連携を密こ
取り、切れ目ない支援を行っている。

子育て支援課 Ａ 子育て世代包括支援センターに利用者支援専門員
を配置し、相談を行った。

関係機関と連携し相談を行った。母子保健と
の連携をより緊密にした体制構築をしていく。

133 子ども家庭総合支援拠点の
設置

支援拠点に子ども家庭支援員2名、虐
待対応専門員1名を常時配置し、コミュ
ニティを基盤にしたソーシャルワークの
機能を担い、すべての子どもとその家
庭及び妊産婦等を対象として、その福
祉に関し必要な支援に係る業務全般を
行う。支援に当たっては、子どもの自立
を保障する観点から、妊娠期から子ど
もの社会的自立に至るまでの包括的・
継続的な支援に努める。

子育て支援課 Ｂ 現状の相談体制をふまえ、設置に向けた検討を行っ
た。

子育て世代包括支援センターとの連携につい
て整理していく。

132
子育て世代包括支援セン
ターの設置

主に妊産婦及び乳幼児の実情を把握
し、妊娠・出産・子育てに関する各種の
相談に応じ、必要に応じて支援プランの
策定や、地域の保健医療又は福祉に
関する機関との連絡調整を行い、母子
保健施策と子育て支援施策との一体的
な提供を通じて、妊産婦及び乳幼児の
健康の保持及び増進に関する包括的
な支援を行うことにより、地域の特性に
応じた妊娠期から子育て期にわたる切
れ目のない支援を提供する。
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子育て支援課 Ｂ
市のホームページを活用し、子育て世帯への情報発
信に努めた。公立保育園で一斉メール配信サービス
を導入した。

子育てワンストップサービスにて保育所等入
所申込みができる環境にあるが、周知不足と
マイナンバーカードの普及率低迷により利用
なし。一斉メール配信サービスにより、保護者
に緊急を要する内容について、即時に発信
し、保護者に伝えることができた。

健康増進課
（健康長寿課） Ｂ ホームページに随時情報を発信している。子育て

ほっとメールではタイムリーに回答した。

対象者の育児不安解消や情報発信の為、R2
年度中に子育て支援課と連携して子育てアプ
リを導入し情報発信していく。

70 情報発信の推進
ＩＣＴを活用して子育て世帯への情報発
信や保護者や関係者との情報交換等
の構築を検討する。
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番号 事業名 事業内容 担当課 Ｒ元.評価 Ｒ元.実績 Ｒ元.成果と課題

71
育児・介護休業制度の周知
啓発

福井労働局・県などが発行する制度周
知のためのリーフレット等の窓口設置、
制度改正等の広報掲載、問い合わせ
等への対応による周知をする。

観光産業課 Ｂ
福井労働局、県などが発行する制度周知のための
リーフレット等を窓口に設置し周知した。

通常、来客者がリーフレットを手に取って持ち
帰ることは少ないように思える。加えて、新型
コロナウイルス感染症の影響による外出自粛
や持ち帰りへの抵抗もあると考えられるため、
窓口設置だけでなくホームページへの掲載等
により情報発信をしていく必要がある。

72 ワーク・ライフ・バランスの促
進

仕事と子育てや介護、地域活動などの
仕事以外の活動をバランスよく調和さ
せて暮らすことができるよう、社会全体
で働き方や家庭生活を見直すための意
識啓発に努める。

女性活躍推進室 Ｂ

働き方改革と従業員のワーク・ライフ・バランスを推
進する「イクボス宣言企業」が、令和元年度は7事業
所加わり、宣言企業は63事業所（令和元年度の目
標：50事業所）となった。1月23日のイクボス成果報告
会で、第4回イクボス共同宣言を行った。

継続してイクボス宣言企業の普及、推進に努
めていく必要がある。

２　家庭が笑顔で育つまち　－　（２）子育てと仕事の両立支援　-　②雇用の促進・就労の支援

番号 事業名 事業内容 担当課 Ｒ元.評価 Ｒ元.実績 Ｒ元.成果と課題

73 職業訓練の周知・紹介
県などが実施している能力開発講座の
リーフレット等の窓口設置、問い合わせ
等への対応による周知をする。

観光産業課 Ｂ 職業訓練のための能力開発講座のリーフレット等を
窓口に設置し周知した。

通常、来客者がリーフレットを手に取って持ち
帰ることは少ないように思える。加えて、新型
コロナウイルス感染症の影響による外出自粛
や持ち帰りへの抵抗もあると考えられるため、
窓口設置だけでなくホームページへの掲載等
により情報発信をしていく必要がある。また、
設置場所についても、より子育て世代に情報
が届くよう検討する必要がある。

74 男女共同参画に配慮した雇
用に関する啓発活動の推進

男女雇用機会均等法に基づく制度に関
するリーフレット等の窓口設置、制度改
正等の広報掲載、問い合わせ等への
対応による周知をする。

観光産業課 Ｂ 男女雇用機会均等法に基づく制度に関するリーフ
レット等を窓口に設置し周知した。

通常、来客者がリーフレットを手に取って持ち
帰ることは少ないように思える。加えて、新型
コロナウイルス感染症の影響による外出自粛
や持ち帰りへの抵抗もあると考えられるため、
窓口設置だけでなくホームページへの掲載等
により情報発信をしていく必要がある。

75 求人情報の提供
ハローワークが毎週発行する求人情報
を本庁ロビーや支所窓口等に掲示し、
情報提供する。

観光産業課 Ａ
毎月定期的にハローワークより送付される求人情報
を市役所ロビー、観光産業課窓口等に設置した。

通常、来客者がリーフレットを手に取って持ち
帰ることは少ないように思える。加えて、新型
コロナウイルス感染症の影響による外出自粛
や持ち帰りへの抵抗もあると考えられるため、
窓口設置だけでなくホームページへの掲載等
により求職者と企業のマッチングが進むよう情
報発信をしていく必要がある。

第１期　子ども・子育て支援事業計画　進捗状況確認表　【令和元年度点検・評価】
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［Ｒ元.評価欄］　達成度　（Ａ）80～100％　（Ｂ）60～79％　（Ｃ）20～59％　（Ｄ）0～19％　（Ｅ）事業完了・終了

第１期　子ども・子育て支援事業計画　進捗状況確認表　【令和元年度点検・評価】

76 産休・育休明けの円滑な就
労・再就職への支援

妊娠中・育休中から、職場復帰や求職
活動の目処がつけられるよう、前年度
中に保育所入所手続きを実施する。

子育て支援課 Ａ

公立17園、私立16園の入所申込み受付において、妊
娠中・育休復帰予定の保護者の保育園入所手続を
実施した。
H31年度市内園新規入所申込実績　　0歳児：360名
1歳児：237名　2歳児：136名　3歳児：80名　4歳児：19
名　5歳児：12名

前年度中に保育所入所手続きを実施し、育休
明け職場復帰や求職活動を始める際に、安心
して子どもを預けられる環境を作ることができ
た。
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［Ｒ元.評価欄］　達成度　（Ａ）80～100％　（Ｂ）60～79％　（Ｃ）20～59％　（Ｄ）0～19％　（Ｅ）事業完了・終了

２　家庭が笑顔で育つまち　－　（３）特別な支援を必要とする家庭への対応体制の整備　-　①専門的支援の充実

番号 事業名 事業内容 担当課 Ｒ元.評価 Ｒ元.実績 Ｒ元.成果と課題

77 ひとり親家庭の自立支援教
育訓練給付金事業

雇用保険法による教育訓練給付を受給
できないひとり親家庭の親が、指定教
育訓練を受講し、修了した場合に、経費
の一部を支給する。

子育て支援課 Ａ 2件
給付金額　75,000円

一般教育訓練給付金の受給資格のある2名に
対して、一般教育訓練給付金の支給額を差し
引いた額で給付金を支給した。

78 高等職業訓練促進給付金等
支給事業

経済的な自立をめざすひとり親に対し
て、専門的な資格取得のための修学期
間中における生活費を支援する。

子育て支援課 Ａ

3件　訓練促進給付金　3,012,000円
70,500円×1名×12ヶ月
110,500円×1名×12ヶ月
140,000円×1名×6ヶ月

継続で申請のあった３名に対し、訓練促進給
付金を支給した。

79 日常生活用具給付事業
在宅の障がいのある子どもに対し、日
常生活が円滑に行われるよう、日常生
活用具の給付や貸与を実施する。

社会福祉課 Ｂ
令和元年度実績
・日常生活用具　93件
・小児慢性特定疾病児童等日常生活用具　0件

障がいのある子どもに対し、日常生活が円滑
に行われるよう、日常生活用具の給付を適切
に実施した。

80 補装具費支給事業
身体の失われた部分や障害のある部
分を補って、日常生活や働くことを容易
にする用具を交付や、修理等を行う。

社会福祉課 Ａ 令和元年度実績
購入24件　修理16件

身体の失われた部分や障害のある部分を
補って、日常生活や働くことを容易にする用具
の交付、修理等について適切に実施した。

81 特別支援教育就学援助事業

小学校・中学校の通常学級に在籍する
特別支援学校相当と判断された児童・
生徒及び特別支援学級に在籍する児
童・生徒の保護者の経済的負担を軽減
するため、学校必要経費の一部を補助
する。

学校教育課 Ａ
小・中学校の特別支援学級で学ぶ際の保護者が負
担する教育関係経費について、家庭の経済状況等
に応じて経済的負担の軽減を図った。

基準に基づき審査をおこない、対象経費区分
における限度額内で適正に支給する。

82 日中一時支援事業(地域生
活支援事業)

日中、障がいのある子どもを一時的に
預かることにより、日中の活動の場を確
保し、家族の就労支援及び介護の一時
的軽減を図る。

社会福祉課 Ａ 令和元年度実績（3月末現在）　：　受給者数15人

障がいのある子どもを一時的に預かることで、
日中の活動の場を確保し、家族の就労支援及
び介護の一時的軽減を図った。放課後等ディ
サービス等への移行や併給する利用者もい
る。

83 相談支援事業(地域生活支
援事業）

障がいのある子ども、その保護者、介
護者などからの相談に応じ、福祉サー
ビスの利用援助、必要な情報提供の支
援を行う。

子育て支援課 Ａ 障害児相談件数　790件
給付金額　13,404,671円

障害児通所サービスを利用する際に、障害児
支援利用計画の作成が義務付けられたことも
あり、それに伴い個々に合った障害児相談も
実施できている。

第１期　子ども・子育て支援事業計画　進捗状況確認表　【令和元年度点検・評価】
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［Ｒ元.評価欄］　達成度　（Ａ）80～100％　（Ｂ）60～79％　（Ｃ）20～59％　（Ｄ）0～19％　（Ｅ）事業完了・終了

第１期　子ども・子育て支援事業計画　進捗状況確認表　【令和元年度点検・評価】

84 特別支援学校通学事業
坂井市内から特別支援学校（養護学
校）に通学する児童生徒に対して通学
バスを運行し、就学支援を行う。

社会福祉課 Ａ

添乗員を配置したマイクロバス4台を運行している。
　・あおぞら号（福井・福大付属特別支援学校）　5名
　・ふれあい号（福井・福大付属特別支援学校）　8名
　・銀河号（嶺北特別支援学校）　26名
　・増便車両（嶺北特別支援学校）

児童数やニーズに合わせて適切に運行でき
た。R元年からは県と福大附属の保護者が一
部負担金を担うこととなった。

85 障がい者施設入浴事業
在宅で入浴が難しい障がいのある人
（子ども）を福祉施設の機械浴槽を使っ
て入浴を行う。

社会福祉協議会 Ｅ

健康増進課
（健康長寿課） Ａ

幼保園や教育委員会等関係機関とは、園長会や各
種相談会・幼児健診等にて気になる子の情報を共有
し、随時個別に支援方法等について検討している。

発達相談会や幼児健診で気になる子がいた
場合には、保護者の了承のもと幼保園や関係
機関と連携し、関わり方や発達の確認を行
い、フォロー体制の構築に勤めている。

子育て支援課 Ｂ
教育支援委員会：5回出席
保育園から報告を受けた気がかりな子（5歳児）　44
人

関係機関と気がかりな子の情報を共有し対応
することができた。

学校教育課 Ａ

教育支援委員会で話し合いがもたれた園児、児童に
ついて、園から小学校、小学校から中学校と「個別の
支援計画シート」を繋げることができた。サマリーシー
トやそれをもとに、移行支援会議で保護者とともに話
し合いを積極的に行うことができた。

就学・進学してもきめ細かい支援が繋がるよう
移行支援会議を積極的に行うことができた。

社会福祉課 Ｂ 坂井地区障害児者総合支援協議会の児童部会の中
で、共有し意見交換した。

医療的ケア児の支援に向けたニーズ調査・
ニーズの把握が課題である。

健康増進課
（母子保健） Ｃ 母子保健としては、直接医療的ケア児と関わる機会

はほとんどなかった。

関係機関と連携し早期に医療的ケア児の実情
を把握し、支援方法について関係機関と連携
していく事が必要である。

子育て支援課 Ｂ 協議会の開催：2回
重度心身障害児部会にて、医療的ケア児の支
援に向けた協議を行った。

学校教育課 Ａ
校区内に通学を希望する医療的ケアが必要な児童・
生徒がいなかったことから、協議することがなかっ
た。

医療的ケアが必要な児童・生徒がいる場合に
は、病院内にある学校において、治療をしなが
ら学習をしている。

86 気になる子のフォロー体制の
充実

保育所（園）等、幼稚園、小学校、中学
校へと切れ目なくつながる、保健・医
療・福祉・教育の連携による子どもの
フォロー体制の構築に努める。

134
医療的ケア児の支援に向け
た連携体制の構築

医療的ケア児とその家族を地域で支え
られるようにするため、保健、医療、福
祉、教育等の医療的ケア児支援に関わ
る行政機関や事業所等の担当者が一
堂に会し、地域の課題や対応策につい
て継続的に意見交換や情報共有を図る
協議の場を設け、連携体制の構築を図
る。
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［Ｒ元.評価欄］　達成度　（Ａ）80～100％　（Ｂ）60～79％　（Ｃ）20～59％　（Ｄ）0～19％　（Ｅ）事業完了・終了

第１期　子ども・子育て支援事業計画　進捗状況確認表　【令和元年度点検・評価】

２　家庭が笑顔で育つまち　－　（３）特別な支援を必要とする家庭への対応体制の整備　-　②虐待防止への支援

番号 事業名 事業内容 担当課 Ｒ元.評価 Ｒ元.実績 Ｒ元.成果と課題

87 民生委員児童委員活動

地域の子どもを取り巻く環境を日頃から
把握し、支援が必要な場合は、関係機
関に報告して見守りをする。特に主任
児童委員は学校・保育所（園）・児童館
等を訪問し、民生委員児童委員と協働
して必要な支援を行う。

社会福祉課 Ｂ

各地区民生委員･児童委員が小学校、中学校に出向
き、学校全体の様子観察や教職員との個別相談を通
し子どもに関わる情報把握に努めた。また幼保園や
放課後児童クラブへの訪問も行った。

児童虐待関係で地域と民生委員、主任児童委
員が連携するケースもあったが、学校や地域
と委員がより密に連携できるような体制構築
が必要である。

88 要保護児童対策地域協議会
の充実

児童虐待をはじめとした要保護児童の
早期発見、早期対応が円滑に行えるよ
う、児童相談所や教育機関・保育所
（園）・保健センター・警察等の関係機関
が連携し、支援体制の充実を図る。

子育て支援課 Ａ

代表者会議：1回（5/24開催）
実務者会議：2回（7/24開催、2/14開催）
合同研修会：2回（11/18開催）
実務者定例会：7回（2ヶ月に１回開催）
個別ケース会議：49回（随時）

児童虐待等に対し、早期発見早期対応をし、
各関係機関と連携・情報共有し支援を行った。
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［Ｒ元.評価欄］　達成度　（Ａ）80～100％　（Ｂ）60～79％　（Ｃ）20～59％　（Ｄ）0～19％　（Ｅ）事業完了・終了

２　家庭が笑顔で育つまち　－　（４）経済的支援の充実　-　①各種手当の充実

番号 事業名 事業内容 担当課 Ｒ元.評価 Ｒ元.実績 Ｒ元.成果と課題

89 児童手当給付事業

中学校３年生までの児童を養育してい
る方に手当てを支給することにより、家
庭生活の安定と児童の健全育成及び
資質の向上を図る。

子育て支援課 Ａ 延児童数　135,977人
支出額　　1,489,675,000円

対象となる児童を養育する者に対して児童手
当を支給した。

90 重症心身障害児（者）福祉手
当支給事業

身体障害者手帳２級以上等の在宅の
障がいのある子ども（人）で、特別児童
扶養手当や障害児福祉手当を受給でき
ない方に支給する。

社会福祉課 Ａ 令和元年度実績（3月末現在）　：　0件

身体障害者手帳２級以上等の在宅の障がい
のある子どもで、特別児童扶養手当や障害児
福祉手当を受給できない方に支給するが、対
象児がいなかった。

91 障害児福祉手当支給事業

身体または知的発達の重度障がいの
ため、日常生活において常時介護を必
要とする在宅の20歳未満の方に支給す
る。

社会福祉課 Ａ 令和元年度実績（3月末現在）　：　39件
在宅の20歳未満の方で、身体または知的発
達の重度障がいのため、常時介護を必要とす
る児童に適切に支給した。

92 特別児童扶養手当支給事業
身体または知的発達に障がいのある20
歳未満の児童を監護する父や母、もしく
は養育者に県が支給する。

社会福祉課 Ａ 令和元年度実績（3月末現在）　：　189件

在宅で身体または知的発達に障がいのある
20歳未満の児童を監護する父や母、もしくは
養育者に対して県が支給した。申請受付は市
で実施した。

93 児童扶養手当支給事業
ひとり親家庭の親に対し、児童扶養手
当を支給する。

子育て支援課 Ａ 【受給者数】全部支給　２５９人
　　　　　　　 一部支給　２７６人　R2.2現在

ひとり親家庭の親に対し、児童扶養手当を支
給した。

２　家庭が笑顔で育つまち　－　（４）経済的支援の充実　-　②医療費助成の充実

番号 事業名 事業内容 担当課 Ｒ元.評価 Ｒ元.実績 Ｒ元.成果と課題

94 子ども医療費助成事業

中学校３年生までの児童の健康の維持
と経済的な負担を軽減するため、医療
保険の自己負担分（保険適用分）を助
成する。

子育て支援課 Ａ

未就学児及び小学１～３年の（自己負担500円を除
く）（県費補助）　98,020件　188,891,521円

小学1～3年（自己負担500円）及び小4～中3
（市単独事業）　47,056件　114,641,331円

坂井市内に住所を有する中学校修了前の児
童を対象に、過不足なく医療保険の自己負担
分を助成した。

95 養育医療給付事業

入院を必要とする未熟児に対し、指定
養育医療機関において、医療の給付ま
たは医療に要する費用を公費で負担す
る。

子育て支援課 Ａ
人　　　数　　　　　　36人
給付件数 　　　　 　58件
給付金額　　5,511,065円

入院を必要とする未熟児に対し、過不足なく医
療費を公費で負担した。

第１期　子ども・子育て支援事業計画　進捗状況確認表　【令和元年度点検・評価】
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96 特定疾患特別見舞金支援事
業

治療が極めて困難な特定疾患患者（小
児慢性特定疾患患者も含む）の経済的
負担を軽減する。

社会福祉課 Ｅ 事業終了

97 重度障害者（児）医療費助成
事業

重度の障がいのある子ども（人）の健康
の維持と経済的な負担を軽減するた
め、医療保険の自己負担分（保険適用
分）を助成する。

社会福祉課 Ａ 令和元年度実績（3月末現在）　：
受給者数3138人　うち18才未満102人

重度の障がいのある児童の健康の維持と経
済的な負担を軽減するため、医療保険の自己
負担分（保険適用分）を適切に助成した。

98 自立支援医療費支給事業
（育成医療費支給事業）

身体に障がいのある子どもで、その障
がいをなくしたり、軽減するために確実
に効果が期待できる者に対して提供さ
れる、生活の能力を得るために必要な
手術等の医療費を支給する。

社会福祉課 Ａ 令和元年度実績（2月末現在）　：
31名

身体に障がいのある子どもに対し、生活の能
力を得るために必要な手術等の医療費を適切
に支給した。

99 ひとり親家庭等への医療費
助成事業

ひとり親家庭等を対象に、健康の維持
と経済的な負担を軽減するため、医療
保険の自己負担分（保険適用分）を助
成する。

子育て支援課 Ａ
【実績】
44,900,964円
16,020件(1,335件/月)

ひとり親家庭等を対象に、過不足なく医療保
険の自己負担分を助成した。

２　家庭が笑顔で育つまち　－　（４）経済的支援の充実　-　③その他経済的負担の軽減

番号 事業名 事業内容 担当課 Ｒ元.評価 Ｒ元.実績 Ｒ元.成果と課題

100 保育料の負担軽減

保育所（園）に同一世帯から２人以上の
乳幼児が入所している場合や入所児童
が第３子以降の場合、また低所得の母
子世帯等の保育料を軽減する。

子育て支援課 Ａ 3歳児以上の保育料無償化
国の幼児教育無償化に則り、3歳児以上の保
育料を軽減することができた。

101 幼稚園就園奨励事業
私立幼稚園に就園奨励費補助金を交
付することで保護者の経済的負担を軽
減し、幼稚園教育の推進を図る。

子育て支援課 Ｅ 市町民税所得割課税額77,100円以下世帯の保護者
負担額軽減

園の幼児教育の段階的無償化に則り、幼稚園
保育料を軽減することができた。
令和元年10月から始まった幼児教育保育無
償化により令和元年9月末をもって、私立幼稚
園就園奨励事業は廃止となった。

102 児童・生徒就学援助事業
経済的理由により就学が困難な児童・
生徒に対する必要な援助を行い、義務
教育の円滑な実施を図る。

学校教育課 Ａ
保護者が負担する教育関係経費について、家庭の
状況等に応じて経済的負担の軽減を図ることができ
た。

今後も引き続き、家庭の状況に応じて経済的
負担の軽減をはかるため必要な援助を行って
いく。国の単価改正に伴い、学用品費・通学用
品費・入学準備金・新入学用品費・校外活動
費・修学旅行費・体育実技用品費の増額を
行った。
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103 子育てすくすく支援商品券支
給事業

多子世帯における経済的負担の軽減、
市内事業者や商店の経済活性化を図
る。

子育て支援課 Ａ 交付対象世帯　延2416世帯
商品券利用料 97,691,000円

未就学の第2子に30,000円分、第3子以降に１
人につき50,000円分の商品券を交付した。

104 交通災害等遺児就学支度金
支給事業

小・中学校に就学予定の児童を扶養す
るひとり親家庭に対して申請に基づき
支給する。

子育て支援課 Ａ

申請１人
中学生１人
50,000円×1人＝50,000円

対象の児童の対して適切に就学支度金を支
給することができた。

105 交通遺児救援金支給事業

生計を一にしていた父、母または未成
年後見人を交通災害で失った、義務教
育就学中の児童または生徒に救援金
を支給する。

子育て支援課 Ａ 対象者1名（中学生）　50,000円
対象者に対して適切に救援金を支給すること
ができた。

106 ひとり親・寡婦福祉資金貸付
事業

ひとり親家庭や寡婦の経済的自立や、
扶養している子どもの福祉増進のため
に必要な資金の貸付の受付を行う。

子育て支援課 Ｄ 申請0件 申請対象者がいなかったため、実績はなし。
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［Ｒ元.評価欄］　達成度　（Ａ）80～100％　（Ｂ）60～79％　（Ｃ）20～59％　（Ｄ）0～19％　（Ｅ）事業完了・終了

３　地域が笑顔で育つまち　－　（１）安心・安全のまちづくり　-　①施設等の環境整備

番号 事業名 事業内容 担当課 Ｒ元.評価 Ｒ元.実績 Ｒ元.成果と課題

107 児童館活動事業

子どもたちが安全かつ安心して活動で
きるよう、施設環境の整備に努める。現
在児童館で実施している放課後児童ク
ラブを閉園となった幼稚園舎へ移動す
ることにより、児童館機能の充実を図
る。

子育て支援課 Ｃ
【公営14施設（うち2施設は児童室）】
　利用者数　42,985人

大きな事件・事故等もなく、来館児童を受け入
れることが出来たが、新型コロナウイルス感染
症対策のため３月全館閉館したこともあり、全
体的に利用者が減少している。

108 集会等施設整備への助成
コミュニティ活動を目的とした集会施設
等の増改築及び修繕に関する経費に
対し、補助金を交付する。

まちづくり推進課 Ａ

（市単）
補助事業：29件、補助金額：13,909千円
（県単）
補助事業：1件、補助金額：7,500千円

　区民の高齢化、集会施設の老朽化に対応
し、区民が集うコミュニティ施設として施設修繕
やバリアフリー、トイレ洋式化、空調設備更新
等の要請に対する交付金の支出を行った。
　しかし、要望のあった施設順に実施するため
突発的な対応が難しい。

109 スポーツ施設の整備

子どもを含むあらゆる市民が安全で快
適に使用できるよう、体育館や運動公
園などスポーツ施設の整備を計画的に
進める。

生涯学習スポーツ課 Ｂ
三国運動公園屋内ゲートボール場屋根改修工事
や、三国グラウンド天井ネット増設工事を実施した。
その他、老朽化に伴う緊急修繕等を実施した。

市内体育施設は全体的に老朽化が進んでお
り、特に安全に影響を及ぼす恐れのある箇所
から優先的に修繕・改修を進めていく必要が
ある。

110 公園維持管理
市が管理する公園の遊具等を点検し、
危険箇所の補修を行う。

都市計画課 Ｂ 遊具の点検を実施し、危険箇所の補修を行うことが
できた。

全体計画のとおり遊具の点検を実施すること
ができた。

111 児童小遊園地遊具整備補助
事業

児童に健全な遊び場を与えることで体
力の増進と情操の高揚を図るため、各
行政区の公園の遊具設置に対して補
助金を交付する。

子育て支援課 Ｄ 実績なし
区からの申請がない年もあるが、児童の健全
な遊び場の確保のため、事業継続していく必
要がある。

112 児童小遊園地遊具設備修繕
助成事業

各行政区に設置されている遊具の修繕
に対して助成金を交付する。

社会福祉協議会 Ａ 8件（平成30年度3件）
三国町2件、丸岡町2件、春江町2件、坂井町2件

共同募金PRも兼ね、遊具の修繕等を行うこと
により、子どもの遊び場を確保するとともに、
遊具の環境保全を目指す。

113 危険箇所の点検及び補修
市内における道路等の危険箇所を点検
し、危険箇所の補修に努める。

建設課 Ｂ

道路パトロールを定期的に実施し、破損箇所の早期
発見に努めるとともに、早期に補修することができ
た。また、橋梁補修計画に基づき、132橋の点検、9
橋の補修をすることができた。

Ｒ元修繕箇所　138箇所
区、市民からの多くの要望等にきめ細かく対
応していけるよう努める。

第１期　子ども・子育て支援事業計画　進捗状況確認表　【令和元年度点検・評価】
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114 歩道整備

子どもと一緒でも安全に安心して歩行
できるように、段差をなくしたりすること
でバリアフリー化をめざし、歩道の整備
を進める。

建設課 Ｂ

丸岡地区における通学路の歩道を新規に整備するこ
とができた。また、側溝整備や外側線の引き直し、街
路樹撤去などにより歩行者の通行幅を拡幅すること
ができた。

今後もバリアフリー化を目指し、歩道の整備を
進める。

115 防犯灯設置事業

各行政区が犯罪、非行及び事故等の
発生防止のために実施する防犯灯設
置事業に対し、補助金を交付する。通
学路に防犯灯を設置し、児童・生徒の
安全確保を図る。

建設課 Ａ 区内に防犯灯を設置することにより、犯罪抑止等に
つながり、安全安心なまちづくりの推進が図られた。

補助申請件数　406件
防犯灯（LED灯）設置数　778灯

３　地域が笑顔で育つまち　－　（１）安心・安全のまちづくり　-　②犯罪や事故等の防止・啓発

番号 事業名 事業内容 担当課 Ｒ元.評価 Ｒ元.実績 Ｒ元.成果と課題

116 交通安全施設整備
市が管理する道路に区画線、転落防止
柵、視線誘導標を設置する等、交通安
全施設整備に取り組む。

建設課 Ｂ 交通安全施設の改修、維持修繕により、防災、交通
安全対策上の生活圏の環境改善を図った。

警察、区、学校等関係団体と連携して、長畝
小学校付近など5箇所について現地確認を行
い、R元年度で実施できなかった分はR2年度
以降で実施する。

117 安全安心まちづくり事業

市民が安全で安心して暮らすことがで
きるまちづくりに関する施策を実践す
る。また、有効な施策の実践について
は、各機関どうしの連携が不可欠であ
るため、安全安心まちづくり推進会議を
開催し、安全安心まちづくりに関する施
策について協議する。

安全対策課 Ａ

６月11日に市内2警察署と「安全で安心なまちづくり
に関する協定書」を締結し、駅などにおける声掛け、
犯罪抑止に関する情報交換について協力していくこ
ととした。また、犯罪抑止を目的とした市直営の防犯
カメラを14か所25基設置した。

118 交通安全教室の実施

交通指導員による小学校での自転車教
室及び婦人指導員による保育所（園）・
幼稚園・小学校等での交通教室等を実
施し、児童・園児の交通安全意識の向
上を図る。

安全対策課 Ｂ

小学校で年間1回、保育所、幼保園、幼稚園で年間４
回交通安全教室を実施し、児童、生徒が関係する交
通事故防止を図った。また、教育委員会と協同で、小
学生の自転車ヘルメットについて普及促進を図った。
１２月には市内保育所、幼保園、幼稚園に対しチャイ
ルドシートの着用徹底について申し入れを実施した。

自転車ヘルメットの普及促進については、値
段が高い、必要がない等、県内他自治体と比
較して危機意識が薄い。

119 交通安全図画ポスターコン
クールの実施

交通事故のない安全で安心なまちをめ
ざし、児童の交通事故の防止を図るた
め、市内の小学生を対象に交通安全図
画ポスターコンクールを実施する。

安全対策課 Ａ
応募実績１２５５人。優秀作品を丸岡総合福祉保健
センターロビー、イーザイベント広場で掲示し、市民
への交通意識向上を図った。
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120 交通指導員の配置

交通指導員を配置し、早朝や薄暮時の
街頭指導・巡回広報パトロールを実施
することにより、子どもを含めた住民の
交通事故防止を図る。指導員の高齢化
が課題であるとともに、定年制を設けた
ことにより、指導員の減員が予想されて
いるが、今後も地域ぐるみの安全活動
を推進するため、適正ある指導員の確
保に努める。

安全対策課 Ａ
毎月の「交通死亡事故ゼロを目指す統一広報日」で
の交通監視の他、年４回の交通安全県民運動では、
広報パトロールを実施し、交通事故抑止を図った。

市内の交通死亡事故死者数は過去最低タイ
（２人）、人身事故は１３８件と平成以降最低を
記録した。

121 防犯パトロールの実施
犯罪を未然に防ぐため、市内の拠点を
中心に防犯パトロールを実施する。

安全対策課 Ａ 各地区ごとに、週２回、青色回転灯車による防犯パト
ロールを実施し、犯罪抑止を図った。

市内の令和元年中における犯罪認知件数は
２８８件と過去最少を記録した。

子育て支援課 Ａ

警察に協力依頼し、防犯教室および不審者対応訓
練の実施　（全園１回以上）。緊急通報装置を雄島こ
ども園に新設した。

警察と連携し防犯教室や不審者対応訓練を
行うと伴に、園単独でも実施。公立園では緊急
通報装置や玄関設置の防犯カメラがない園が
まだある。

学校教育課 Ａ 警察と連携を取り、市内の小・中学校全校(中学校5、
小学校19）で不審者対応訓練を実施した。

不審者対応訓練については、小中学校につい
ては全校で実施され、警察と連携をとって取り
組んできた成果といえる。　 訓練の内容・形態
を工夫して、さまざまなパターンに対応できる
よう訓練をしていく必要がある。

123 愛護センター事業

補導員による街頭指導・少年相談・学
校周辺及び通学路付近の警戒並びに
青色回転灯による見守り活動・不審者
対策巡回活動などを行い、青少年の健
全な育成を図る。また、公共施設等に
白いポストを設置し、青少年の健全育
成に適切でない図書等を回収・廃棄す
る。

生涯学習スポーツ課 Ｂ

313名の委嘱補導員が市内全域で街頭補導活動を
述べ1284人が出務。併せて専任補導員による街頭
補導及び青色回転灯装着車による巡回活動も実施
し、青少年の非行防止・被害防止並びに事故・被害
防止に努めた。また、市内8ヶ所の白いポストにて、
有害図書等526点の回収・廃棄を行い社会環境浄化
活動に努めたほか、市内各店舗における県愛護条
例に基づく有害図書等の社会環境調査を行い指導
および助言等も行なった。

委嘱補導員による街頭補導出務については、
前年の1272人とほぼ横並びの実績となった。
委嘱補導員ならびに専任補導員による街頭補
導と青色回転灯搭載車巡回等により、特に問
題となる行動等は見られず、市内全域の非行
防止・被害防止等に一応の成果があったと思
われる。
青少年愛護センターの活動は、地道ながらも
継続が重要であると考えられるが、青少年数
の減少に伴いPTAの補導員数の検討も必要と
なってきていることから、一般の補導員を含め
全体数をみながら今後見直しに取り組みた
い。

122 不審者対策

保育所（園）・幼稚園・学校等において
防犯訓練を実施し不測の事態に備え
る。また職員を対象に講習会を開催し、
予防や防護策を学ぶ。
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124 情報モラル教育の実施

小中学校において、インターネットやス
マートフォン等の利用に関して子どもた
ちがその危険性を理解し正しい利用方
法を実践できるよう、警察や関係機関と
の連携のもと、授業や講座を実施する。
また、ネット依存防止のため、子どもた
ちがスマートフォン等の利用に関して
ルールをつくり、家庭で積極的に守るこ
とを目的とした「Three（スリー）ルール
運動」を推進する。

学校教育課 Ａ

児童生徒のインターネット利用やスマートフォン等の
利用に関して、子どもたち自身がルールをつくり、家
庭で積極的に守ることを目的とした「Three（スリー）
ルール 運動」も浸透してきた。全ての中学校におい
ては、各学校毎に独自のスマートルールが作成され
た。小学校においても、ほとんどの学校でスマート
ルールを作成している。また、ひまわり教室等で専門
家からの指導を受けている。

インターネットやスマートフォン等については、
使用を禁止するのではなく、正しい活用、適切
な使用の方法を教えることが重要である。どの
ようなトラブルがあるのか、どのような犯罪に
巻き込まれる可能性があるのか、詳細に指導
する必要がある。児童生徒の指導は元より保
護者への指導も重要である。
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125 学校施設の開放
市民の交流活動のために学校施設を
開放することで地域に開かれた学校を
めざすとともに、施設の利活用を図る。

教育総務課 Ａ 市民のスポーツ活動等に使用するため、放課後の学
校体育館・グラウンドを開放した

市民のスポーツ活動等に使用するため、放課
後の学校体育館・グラウンドを開放した

126 子ども会育成事業
坂井市子ども会育成連絡協議会を事業
主体として、子ども会活動を通して子ど
もの健全育成を図る。

生涯学習スポーツ課 Ｂ

４町で開催しているディスクドッヂ大会は昨年度の47
チームから72チームに増加し、競技を通して、坂井市
内の子ども会相互の親睦を深め、健全な子どもの育
成、体力増進に努めた。壁新聞コンクールでは62作
品の出品があり、例年通りの関心の高さがうかがえ、
共同制作による子どもたちの協力する態度を養う事
ができた。

　例年、決まった事業を展開しており、根強い
人気を持つ事業もあるが、今後は健全な子ど
もたちの成長、子ども会の発展により一層つ
ながる催しが必要である。また、子ども会育成
者の次世代育成にも力を入れなければならな
い。

127 社会教育団体育成事業

社会教育団体の自主的で健全な活動
を積極的に促進するため、補助金を交
付し、社会教育の発展及び市民の自主
的な社会教育活動を支援する。

生涯学習スポーツ課 Ｂ

社会教育団体の活動促進の一助として補助金を交
付し、団体の自主的な活動を支援できるよう努めた。
地域行事や行政の活動にも積極的に参加してもらっ
た。

昨年同様の団体への補助である。各団体より
提出された申請・実績の内容を確認。会員の
確保が課題である。

128 青少年健全育成事業

坂井市青少年育成坂井市民会議を中
心として、広く市民の総意を結集し、次
代を担う青少年の健全な育成を図るた
め、見守り活動啓発運動や、心の教育
講演会を開催する。

生涯学習スポーツ課 Ｂ
市内23支部における見守り活動・啓発運動や、心の
教育講演会、青少年健全育成推進大会を開催し、青
少年の健全育成に努めた。

心の教育講演会「壊れゆく地域社会・家庭、そ
して子どもたち」を開催し、地域全体で青少年
を育てていくにはどうすればよいか考える場を
設けるなど、積極的に青少年の健全育成に努
めた。またＯＮＬＹ　ＯＮＥ♡が市内すべての中
学2年生を対象に実施する赤ちゃん抱っこ体
験学習事業において積極的に支援する等、命
の教育にも力を入れた。

129 協働のまちづくり事業への助
成

市民と行政による協働のまちづくりを推
進するため、コミュニティセンターを拠点
に、地域住民が主体となって“住みよい
愛着と誇りの持てる地域づくり”に取り
組んでいる「まちづくり協議会」の運営
や活動に対し、財政的な支援、情報発
信等を行う。

まちづくり推進課 Ｂ

まちづくり協議会への支援事業として懇話会やまち
づくり研修会（講演会）等を実施した。また、まち協に
対するプランの提示として「まちづくりカレッジ」「まち
カフェ夜学部」「まちづくりプランミーティング」を開催し
た。

具体的な支援策として一定の効果を確認でき
たので、来年度以降も継続して実施する。

第１期　子ども・子育て支援事業計画　進捗状況確認表　【令和元年度点検・評価】
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130 コミュニティセンターへの移
行

平成27年4月1日に公民館をコミュニティ
センターに移行し、地域づくりの拠点施
設として、更に協働のまちづくりを推進
する。社会教育事業の推進に加えて、
まちづくり協議会を中心とした地域まち
づくり活動の充実を図る。また、社会教
育指導員の業務を拡充し、社会教育の
視点から地域づくり活動を支援する。

まちづくり推進課 Ａ

公民館からコミセンに移行後も従来の公民館事業を
継続し、青少年健全育成事業、合宿通学等を地域の
特性を生かして実施した。また、講座研究会を通し
て、従来の講座を見直し、新たな体系を確立した。

今後も、社会教育・生涯学習を推進する施設
として、充実を図る。

131 社会教育・生涯学習事業

実生活に即した教育、学術及び文化に
関する事業を行っていくことで、区域内
住民の教養の向上・健康の増進などを
図り、生活文化の振興と社会福祉の増
進を進める。

生涯学習スポーツ課 Ａ 生涯学習講演会をハートピア春江大ホールで開催。
760人が聴講した。

著名な講師を選考し、今年は参加者のパ
フォーマンスを取り入れたことで、10代の小学
生から９０代の高齢者まで、幅広い年代層の
参加者全員が活気にあふれた会場となった。
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